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要旨：火害を受けたコンクリートの劣化を的確に判断することは，合理的な補修・補強方法を検討する上で

重要である。本研究では，加熱温度の異なる複数のコンクリート試験体を対象に衝撃弾性波法の計測を実施

し，表面波の伝播特性に着目した音響伝達関数および表面波速度による火害劣化の評価を試みた。その結果，

音響伝達関数では 300℃以上，表面波速度では 500℃以上の加熱の影響を評価できる可能性が示された。 
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1. はじめに 

 コンクリートの劣化の一つに火災による劣化現象があ

る 1)。日本建築学会から，2015 年，「建物の火害診断お

よび補修・補強方法指針・同解説」2)が発行された。ま

た，日本コンクリート工学会では，同年，「高温環境下に

おけるコンクリートの性能評価に関する研究委員会（委

員長：兼松 学 東京理科大学 教授）」が発足され，コン

クリートの火害に関する意識が高まっている。 

 火害を受けたコンクリートの調査方法は，文献 1 や 2

に幾つか紹介されているものの，劣化は火災によっても

たらされるという災害的要素が大きいため，研究および

調査事例が報告されるケースは少ないのが現状である。 

 このような背景を受けて，本研究では，ガス加熱炉に

より火害の程度が異なる複数のコンクリート試験体を人

工的に作製し，加熱面において衝撃弾性波法による計測

を行い，表面波の伝播特性に着目した火害の劣化評価の

適用可能性について検討することを目的とした。 

 

2. コンクリート試験体および加熱試験 

2.1 試験体 

試験体は，図－1 に示すように，長さ 900mm，幅 900mm，

厚さ 300mm の直方体としたものを 5 体作製した。加熱

後の試験体の移動を考慮して，加熱面からかぶり（厚さ）

165mm の位置に用心鉄筋（異形棒鋼(呼び名：D13)）を 4

本配置した（図－1 参照）。コンクリートは，レディーミ

クストコンクリート(呼び強度：24)を使用した。コンク

リートの使用材料は，セメント：普通ポルトランドセメ

ント(密度：3.15g/cm3)，水：上水道水および上澄水，細

骨材：佐賀県小川島産海砂 (表乾密度：2.56g/cm3，粗粒

率：2.80)および京都府亀岡市産砕砂(表乾密度：2.64g/cm3，

粗粒率：2.85)，粗骨材：京都府亀岡市産砕石(表乾密度：

2.67g/cm3，実積率：58%)，混和剤：AE 減水剤標準型Ⅰ

種である。コンクリートの配合を表－1 に示す。なお，

フレッシュコンクリートの性状は，スランプ 8.5cm，空

気量 3.6%である。打設後，強度試験用の円柱供試体につ

いては直ちに現場封緘養生を行い，材齢 28 日に JIS A 

1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」に基づき圧縮

強度試験を実施した。その結果，圧縮強度は 31.4N/mm2

であった。一方，試験体は，室内気中養生した後，材齢

7 日で脱型し，加熱試験に供するまで屋内にて静置した。

なお，試験体 5 体のうち加熱試験に供する 4 体について

は，図－1 に示す A～C の 3 箇所に，加熱するコンクリ

ート表面から 0，25，50，100mm の位置に K 熱電対をそ

れぞれ設置した。 
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図－1 試験体の形状および熱電対の設置位置 

 

表－1 コンクリートの配合 

W/C 

(%) 

s/a 

(%) 

単位量(kg/m
3
) 

W C S1 S2 G A 

57.0 44.7 168 295 560 240 1023 2.950 
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図－2 加熱試験の概要 

 

 
図－3 加熱温度 700℃の試験体における温度履歴 

 

 
図－4 コンクリートコアの採取位置 
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2.2 加熱試験 

試験体の加熱は図－2 に示すガス加熱炉を使用した。

試験体は，天井スラブの加熱を想定し，試験体の長さ

900mm，幅 900mm の型枠面（有効加熱寸法：長さ 670mm

×幅 670mm）が炉内に接するように設置した。 

加熱試験に供する試験体は計 4 体であり，火害による

劣化程度にバリエーションを設けるため，試験体ごとに

加熱温度をそれぞれ設定した。具体的には，都市ガス

(46090kJ/m3)を熱源とし，ISO834 に規定する標準加熱曲

線に沿って炉内温度を上昇させ，図－1 に示す A～C の

コンクリート表面から 0mm にある 3 本の熱電対でそれ

ぞれ測定した温度の平均値が 110，300，500，700℃とな

るまで各試験体を加熱した。これらの温度を本研究では

加熱温度と呼ぶことにする。以上より，加熱温度のバリ

エーションとしては 4 水準となる。いずれの試験体にお

いても加熱温度を 60 分間保持し，その後にガスバーナー

による加熱を終了した。加熱終了後，加熱炉側面の炉蓋

を開放し，加熱面のコンクリート表面温度（加熱温度を

計測した 3 本の熱電対での平均値）が 50～80℃になるま

で加熱炉上に静置した。なお，加熱時の試験体材齢は，

表－2 に示すとおりである。 

2.3 加熱試験中の炉内およびコンクリートの温度履歴 

加熱温度が 700℃の場合の炉内温度およびコンクリー

トの温度履歴を図－3 にそれぞれ示す。図中に示す 0，

25，50，100mm の温度は，図－1 に示す A～C に設置し

た同一深さ 3 本の熱電対でそれぞれ計測した温度の平均

値である。図より，60 分間にわたって設定した加熱温度

700℃にて加熱できていることがわかる。また，この期間

における図に示すA～Cに設置した加熱面0mmでの温度

差は，最大で 47℃であった。したがって，試験体の有効

加熱範囲全面にわたって，設定した加熱温度にて概ね加

熱されていたと推測できる。なお，その他の試験体にお

いても設定した加熱温度で加熱されており，温度差も 25

～83℃の範囲であった。 

 

3. 加熱後のコンクリートの圧縮強度・静弾性係数・中性

化深さ 

3.1 コンクリートコアの採取 

加熱後の各試験体からコア（直径 83mm）を採取した。

採取した位置は，図－4 に示すとおり，バーナー側付近

2 箇所，加熱中央 1 箇所，バーナーから離れた箇所（非

バーナー側）2 箇所とした。いずれの試験体においても，

4 章で示す非破壊試験の測定が終わった後（加熱試験日

の翌々日）に，加熱面側からコアを採取した。各試験体

（加熱温度）からコアを採取した箇所とその本数との対

応関係を表－2 に示す。なお，比較のため，加熱してい

ない試験体からも材齢 310 日でコアを採取した。 

3.2 採取したコアの圧縮強度・静弾性係数・中性化深さ 

採取したコアは，いずれも採取翌日に圧縮強度試験お

よび静弾性係数の測定を，採取日の翌々日に中性化深さ

の測定を行った。圧縮強度試験は JIS A 1107「コンクリ

ートからのコアの採取方法及び圧縮強度試験方法」，静弾
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性係数は JIS A 1149「コンクリートの静弾性係数試験方

法」，中性化深さは JIS A 1152「コンクリートの中性化深

さの測定方法」にそれぞれ基づき行った。得られた結果

を表－3 にそれぞれ示す。ここで，加熱温度 700℃の場

合については，加熱面から 80mm 以下の部分の劣化が著

しいため，80mm 以深のコアを成形して圧縮強度試験お

よび静弾性係数試験を実施した。また，コアの採取位置

による各試験結果の差異は小さかったため，表－3 では

3 回の平均を示している。加熱温度 110℃では未加熱のも

のと比較して圧縮強度および静弾性係数に大きな違いは

なく，加熱温度が 300℃を超えると，どちらも低下して

いくことが確認できる。加熱温度 500℃の中性化深さに

ついては，加熱温度 700℃より大きい結果となり，既往

の研究成果 3)と同様の傾向を示した。この原因について

は，さらなる検討を要する。 

 

4. 衝撃による表面波の伝播挙動に着目した評価 

4.1 実験概要 

 加熱温度の違いが衝撃による表面波の伝播挙動に与え

る影響を把握するため，衝撃弾性波法による測定を行っ

た。測定状況を写真－1 に示す。衝撃の入力には鋼球を

用いた。使用した鋼球径は 6mm，10mm および 19mm の

3 種類で，6mm および 10mm の鋼球については電磁ソレ

ノイドによる機械的入力を行い，19mm の鋼球について

は人力による入力を行った。弾性波の受信には 3Hz～

30kHz の範囲でフラットな応答感度を有する加速度セン

サを使用し，弾性波入力位置から 40mm 離れた位置から

40mm の等間隔で 6 つのセンサを直線状に設置した。セ

ンサの設置にはブチルゴム系の両面テープを使用した。

サンプリング周波数は 1MHz，サンプリング点数は 10000

点の条件で加速度の時刻歴応答を記録した。 

 図－4 に測定箇所を示す。試験体加熱面の外周から

75mmずつ離れた位置の 750×750mmの範囲内に 150mm

毎に格子状の測線を引いた。衝撃入力点に一番近いセン

サ（以下，衝撃入力点に近い順に S1，S2 とする）の位

置を測線が交差する点とした。1 つの試験体につき 16 箇

所測定し，1 箇所につき 4 回ずつ測定を行った。ここで，

鋼球径 6mm および 19mm については，加熱温度 110℃，

300℃，未加熱の試験体の測線 3 での加熱後および加熱温

度 700℃の試験体の測線 2，測線 3 での加熱前後のみ実施

した。 

4.2 測定結果および評価方法 

(1) 加熱による加速度時刻歴波形への影響 

 図－5 に鋼球径 10mm で衝撃を入力し，得られた加速

度時刻歴波形の一例を示す。図－5(a)は未加熱の試験体

の A－1 点（図－4 参照），図－5(b)は加熱温度 300℃の

試験体の A－4 点の結果である。図－5(a)より，S1 の受

信後から約 200μs の間でほぼ同じ形状の表面波が各セン

表－3 コアの圧縮強度・静弾性係数・中性化深さ 

加熱 
温度 
(℃) 

圧縮強度 
(N/mm2) 

静弾性係数 
(kN/mm2) 

中性化深さ 
(mm) 

未加熱 35.7 27.8 3.4 

110 37.3 29.0 3.4 

300 28.2 22.7 3.3 

500 25.9 13.2 8.2 

700  29.4*  20.3* 4.5 

 

 

写真－1 衝撃弾性波法の測定状況 

 

 

図－4 測定箇所 
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表－2 試験体の加熱時材齢とコア採取箇所・本数 

加熱 
温度 
(℃) 

加熱時 

の材齢 

(日) 

コア採取箇所・本数 

バーナー

側付近 

加熱 

中央 

非バーナ

ー側付近 

未加熱 － I・1 本 1 本 I・1 本 

110 344 II・1 本 1 本 I・1 本 

300 260 II・1 本 1 本 II・1 本 

500 218 I・1 本 1 本 II・1 本 

700 295 I・1 本 1 本 I・1 本 
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サ位置を伝播していく様子が確認できる。一方，図－5(b)

ではセンサごとに測定された波形の形状が異なっている

ことから，加熱によりコンクリート表面の伝播特性が変

化したと考えられる。加熱の影響を評価するにあたり，

本研究では音響伝達関数の時刻歴インパルス応答と表面

波速度に着目して測定結果を整理した。 

(2) 評価指標 

 まず，音響伝達関数およびそのインパルス応答の算出

方法について述べる。S1～S6 で得られた受信波形 y1(t)

～y6(t)から式(1)を用いて音響伝達関数 H(ω)を算出する。 

   )()()( 11  YYH nn   (1) 

ここで，n：センサ位置，Yn(ω)：yn(t)のフーリエ変換であ

る。この音響伝達関数 H(ω)をフーリエ逆変換することで

インパルス応答 h(ω)が算出できる。図－5 の加速度時刻

歴波形から算出したインパルス応答を図－6 に示す。図

－5(a)のように形状の似た 2 つの波形を用いた場合，イ

ンパルス応答は図－6(a)に示すように鋭いピークを持つ

形状となる。一方，図－5(b)のように 2 つの波形の相関

が低い場合，図－6(b)に示すように鋭いピークのないイ

ンパルス応答となる。インパルス応答の形状の差を，既

往の研究 4)で用いられている式(2)の指標を用いて評価を

行う。 

    



4096

0

2

11 )(')(
t

nn ththR  (2) 

ここで，本研究では h1n(t)：加熱前の試験体のインパルス

応答，h’1n(t)：加熱後または未加熱の試験体のインパルス

応答とした．また，2 つのインパルス応答の相関が最大

となるよう振幅を実数倍した後，残差の二乗和を 1 で正

規化した。 

 表面波速度の算出については，S1～S6 のセンサ毎に，

振幅の最大値の 10%より大きく，かつ正負が同じピーク

が最初に計測された時間を表面波の到達時間とし，セン

サ間距離（40mm）を各センサでの表面波の到達時間の

差で除した値を用いた。 

4.3 音響伝達関数による評価 

(1) インパルス応答の算出に使用するセンサ位置 

 音響伝達関数のインパルス応答の算出には最低 2 点で

の時刻歴波形が必要である。ここで，表面波は波長が短

いほど，より表層を伝播する成分が多いことから，加熱

により変状を生じたコンクリートでは波形の出力点が近

     

(a) 未加熱の試験体での測定結果 (a) 未加熱の試験体での算出結果 

    

(b) 加熱後の試験体での測定結果 (b) 加熱後の試験体での算出結果 

図－5 加速度時刻歴波形一例 図－6 時刻歴インパルス応答一例 
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いほど評価指標値が大きく，出力点が遠くなるにつれて

未加熱の指標値に近づくと予想される。 

そこで，打撃点から最も近い S1 と S2～S6 の組合せに

よる評価指標値の関係を調べた。加熱前後での評価指標

値をセンサ間距離ごとに算出した結果を図－7 に示す。

鋼球径は 10mm を使用し，試験体毎に測定箇所 16 点を 4

回ずつ測定した結果から算出した平均値を示している。

図－7 より，加熱温度 700℃の試験体以外ではセンサ間

距離による評価指標値の変化はほとんど見られなかった。

以降の評価指標値は S1 と S2 を用いて算出した結果を示

すものとする。 

(2) 加熱前後での評価指標値 

 加熱温度毎の評価指標値の変化量の平均値および標準

偏差を図－8 に示す。鋼球径は 10mm を使用し，加熱前

の評価指標値は加熱を行わない試験体にて同一箇所での

計測を行った結果より算出した。加熱前の評価指標値は

0.15～0.25 程度である。加熱温度が高くなるほど評価指

標値の値も大きくなり，加熱温度 300℃以上では平均値

で 0.6 以上となっている。 

(3) 異なる鋼球径での評価指標値 

 入力する周波数の違いによる影響を調べるため，打撃

の鋼球径を変えて計測した結果から評価指標値を算出し

た。得られた平均値および標準偏差を図－9 に示す。こ

こで，図－9 は図－4 の測線 3 で各 4 回ずつ計測した結

果を示しており，加熱温度 700℃の試験体にて，加熱前

に測線 3 で計測した結果を h1n(t)，測線 2 で計測した結果

を h’1n(t)として評価指標値を算出している。径 19mm の

鋼球を使用した結果に着目すると，加熱温度 110℃の評

価指標値は加熱前とほぼ同じ値となっており，加熱温度

300℃以上のケースで評価指標値が大きくなっている。こ

れは 3.2 で言及したコアの圧縮強度および静弾性係数と

加熱温度の関係と相関のある結果となった。一方，径

6mm の鋼球を使用した結果では，加熱温度 110℃のケー

スでも評価指標値が加熱前より大きくなっており，鋼球

径が小さいほど，この傾向が顕著である。この理由とし

ては，径の小さい鋼球ほど，出力される弾性波の成分と

して高周波成分を多く含んでおり，評価指標値が加熱に

より生じたコンクリートのひび割れなどの変状の影響を

    

図－7 センサ間距離と評価指標値の関係 図－9 鋼球径と評価指標値の関係 

 

 

図－8 加熱による評価指標値への影響 
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受けやすいためと考えられる。 

 以上の結果より，比較的大きい径の鋼球を衝撃の入力

に使用し，音響伝達関数の時刻歴インパルス応答から算

出される評価指標値を用いることで，300℃以上の加熱に

より生じる劣化を把握できる可能性があると考えられる。

実際の火害調査で使用する場合は，火災による劣化が生

じていないコンクリート部分でインパルス応答を把握す

ることで，本手法を適用できると考えられる。ただし，

今回の実験では鋼球径 19mm の衝撃入力は人力で行った

ため，機械的入力を行った鋼球径 6mm，10mm の結果と

比較して測定結果のばらつきが大きくなっており，適用

可能性については更なる検討が必要である。 

4.4 表面波速度による評価 

 加熱後および未加熱の試験体に対し，鋼球径 10mm で

衝撃を入力した測定結果から表面波の到達時間を算出し

た。なお，S4～S6 での測定結果において，衝撃入力点か

ら遠いセンサのほうが近いセンサより到達時間が早くな

ったケースが一部確認され，加熱温度が高くなるほどこ

の傾向が見られた。これは，試験体の厚さが 300mm で

あることから，入力点から遠いセンサほど加熱面の反対

側の面で反射した弾性波の到達が測定結果に強く表れた

ためと考えられる。そのため，表面波速度の算出には

S1・S2 間および S2・S3 間で算出された到達時間差の平

均を用いることとした。 

算出された表面波速度の平均値および標準偏差と試

験体の加熱条件との関係を図－10 に示す。加熱温度

110℃および 300℃では，未加熱の表面波速度とほぼ同じ

値となった。加熱温度が 300℃以上では表面波速度の算

出結果のばらつきが大きくなっているが，加熱温度

500℃および 700℃では表面波速度の低下が確認された。

よって，表面波速度では 500℃以上の加熱の影響を評価

できる可能性があると考えられる。 

 

5. まとめ 

 本研究では，火害を模擬したコンクリート試験体に対

して，衝撃弾性波法による計測を行い，表面波の伝播特

性に着目して加熱の影響の評価を試みた。主な結果は以

下の通りである。 

(1) 音響伝達関数による評価方法では，径の大きい鋼球

を衝撃入力に用いることで，300℃以上の加熱の影

響を評価できる可能性がある。 

(2) 表面波速度では，500℃以上の加熱の影響を評価で

きる可能性がある。 
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図－10 加熱温度と表面波速度の関係 
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